
取調べの可視化（取調べの全過程の録画）の速やかな実現を求める

意見書 

  

平成２１年５月に、市民が刑事裁判手続に参加し、裁判官とともに被告

人を裁く裁判員裁判が開始されました。この制度は、法律の専門家ではな

い市民が裁判員として裁判に参加することで、裁判に健全な市民感覚及び

社会常識を反映し、もってその内容を適正化することが期待されています。 

裁判員である市民の意見を最大限反映し、裁判員裁判を円滑に実施する

ためには、裁判が市民にとって分かりやすいものである必要があります。

裁判で供述調書の任意性や信用性が争われたような場合でも、裁判員がそ

の判断に窮することのないよう、適切な方策が講じられなければなりませ

ん。 

このような見地から、取調べの可視化（取調べの全過程の録画）は不可

欠なものであります。 

なぜなら、取調べをすべて録画することで、取調べの状況が検証可能と

なり、これにより初めて裁判員が供述調書の任意性や信用性の判断を容易

に、かつ正確になし得るようになるからであります。 

一方、このことにより、捜査や取調べに時間がかかるなど犯罪被害者が、

不利益を被ることのないよう十分配慮しなければなりません。 

現在、検察庁では、裁判員裁判対象また、取調べの可視化は、これを行

うことで、密室での取調べに伴って発生する捜査官の暴行・脅迫・利益誘

導などによる自白強要や虚偽自白とともに、氷見事件や志布志事件、足利

事件に代表されるように現在も後を絶たない、えん罪を防止することがで

き、被疑者・被告人の人権保障を図る上でも不可欠なものであります。 

事件などの一定事件につき、検察官の裁量により取調べの全部又は一部

の録画が行われており、また、警察庁でも一部録画などの試行がなされて

いますが、既に裁判員裁判が実施されて３年以上を経過していることに鑑

みても、速やかに取調べの全過程の録画を行うことで、取調べの可視化を

実現しなければなりません。 

以上のことから、速やかに取調べの可視化（取調べの全過程の録画）の

実現を推進するため、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣及び法務大

臣に対し、速やかな取調べの可視化（取調べの全過程の録画）の実現を推

進するよう要望します。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

  平成２５年１０月２日 

 

                          山梨県甲斐市議会  

 

提出先  衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、法務大臣 

 


